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特集

時代的・政策的背景と茨城県における 
　シルバーリハビリ体操指導士養成事業の概要 ……………………………… 今絵里佳，他

住民主体型介護予防事業―事業継続・展開のポイント ………………………… 大川沙緒里，他

シルバーリハビリ体操指導士養成事業および体操普及活動の状況 …… 齋藤由香，他

総合事業との協働 ………………………………………………………………………… 石塚孝之，他

シルバーリハビリ体操指導士養成事業の質・量の拡がり ……………………… 大田仁史

シルバーリハビリ体操指導士養成事業に学ぶ，
介護予防と住民活動

※都合により誌面が変更される場合がございます。

今回の特集では認知症が主題になっているが，「地域包括ケア…」が頭に付いている。
地域包括ケアが何かと話題になる昨今だが，その中身について議論されるときにリ

ハ関係者の間では，「地域包括ケア＝地域リハ」と語られることが多かった。私自身生活期
リハの分野で長年活動してきたので，1991 年に日本リハビリテーション病院協会（当時の
名称）で定義され，2001 年に改定された「地域リハ」の概念に慣れ親しんできた。2016 年
に再び改定されたが，その目指すところはほとんど地域包括ケアシステムの内容と重なっ
てくる。
　介護保険の訪問リハや通所リハといった直接的なリハサービスの普及も大事だが，地域
包括ケアの仕組みにリハの視点をどのように浸透させ，その考え方を生かしていけるかと
いうことが重要になってくる。そこでかつての「地域リハ支援体制整備推進事業」で各自
治体に設置された「地域リハ広域支援センター」がもう一度見直されるべきではないかと
考えている。活動圏域や資金の問題などで現在は多くの地域で衰退しているのが現状だ
が，リハの視点の普及については最も効果的な手法になる可能性を持っている。
　この「地域リハ広域支援センター」は多くのリハスタッフを抱えた回復期リハ病院が担
当するべきであり，地域包括ケアにおけるリハ機能を支えていく活動を実践していく必要
があると考えている。私の所属していた東京の医療法人における「地域リハ支援センター」

（東京都）の活動を例に挙げると，地域の専門職向けの講演会，研究大会をそれぞれ年 1
回，ケアマネジャーや介護職対象の実技研修会を年3回，地区ごとに事例検討会を年3回，
地域で働く若手 PT・OT の実務研修の受け入れ，地域のリハ提供機関マップや HP の作成
などの地域活動を行っていった。医師会との協力によって，かかりつけ医に地域リハを理
解してもらうことは必須となってくるし，ケアマネジャーや介護スタッフとの事例検討を
主とした勉強会の開催も効果的で，病院のリハスタッフの意識改革にもつながっていった
経緯があった。
　さらに厚生労働省の進めるいわゆる「新総合事業」の導入にあたって「地域リハビリテー
ション活動支援事業」が提唱され，地域における介護予防の取り組みを機能強化するため
に，通所，訪問，地域ケア会議，サービス担当者会議，住民運営の通いの場などへのリハ
専門職などの関与も求められている。地域包括ケアシステムの基本はネットワークの構築
にあり，そこにリハスタッフが確実に関与していく必要性を痛感している。
 編集委員　伊藤隆夫
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